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市からの連絡帳

□提出先　子育て支援課（田無庁舎
１階）
◆子育て支援課 　田 （札４６０－９８４０）

　　　 高齢者支援 

■ささえあい訪問サ－ビスを
ご利用ください
～ささえあい訪問サービスとは～
　ささえあい訪問協力員養成研修を
受講した地域のボランティアが、お
宅を訪問し玄関で話をうかがった
り、まちで会ったときに声かけをし
て、安否の確認を行います。新聞受
け・郵便受け、照明の点灯などの状
況から高齢者の生活を見守ります。
　対 市内在住でおおむね65歳以上の
方で、親族・近所・友人からの見守
りが少ない方、またはふだんの生活
に不安がある方
※希望の方は、高齢者支援課または
お住まいの担当地域の地域包括支援
センターまでご連絡ください。案内
と申請書類を郵送します。
　内 
①月１回の玄関までの訪問
②週１回の外からの生活状況の確認
□サービス期間　サービス開始から
１年間。利用者からの申し出がない
場合は、自動的に１年延長します。
◆ 高齢者支援課 　保 （札４３８－４０３０）

■介護保険地域密着型サービ
ス事業に係る指定事業所の選
定結果
　西東京市介護保険事業計画（第３
期）の地域密着型サービス事業整備
計画に基づき、下記の事業所が選定
されました。
◆高齢者支援課 　保 （札４３８－４０３０）

　　　 　 福　祉 

■東京都福祉サービス第三者
評価をご存知ですか？
　市では、これから福祉サービスを
利用される方や利用している方が、
自分にあったサービスを選択する際
の目安となる情報提供と、サービス
提供事業者のサービス向上への取り
組みを支援するため、福祉サービス
第三者評価の普及・啓発を進めてい
ます。
建福祉サービス第三者評価とは？
　事業者や利用者でない第三者の評
価機関が、客観的に福祉サービスの
内容や質などを評価し、その結果を
公表します。
建市の施設も積極的に第三者評価を
受けています
　平成１９年度は、市内の公立施設７
か所、民間施設３６か所が第三者評価
を受けました。その結果は、　HP 「とう
きょう福祉ナビゲーション（http://w
ww.fukunavi.or.jp）」で閲覧できます。
建市では、市報や　HP で、第三者評価
を普及・啓発するとともに、介護保
険連絡協議会等を通じ、事業者に第

理人の本人確認のできるもの（運転
免許証、パスポート、健康保険証な

ど）
□登録手数料　３００円
興印鑑登録証明書などの請求
　印鑑登録証（市民カード）を提示して
本人または代理人が申請します。
※代理人が申請する場合でも、代理
人選任届は必要ありません。
□手数料　３００円
◆市民課 　田 （札４６０－９８２０）
　　　　　保 （札４３８－４０２０）

　　　　  子育て 

■ファミリー・サポート・センタ
ーファミリー会員登録説明会
　当センターでは、地域の中で子ど
もを預けたい方（ファミリー会員）、
子どもを預かる方（サポート会員）
からなる会員同士の相互援助活動を
行っています。
　ファミリー会員の登録希望の方
は、電話で申し込みのうえ出席して
ください（子ども同伴可）。
　時 ・　場 
①１１月４日昇 午前１０時～正午・田無
総合福祉センター
②１１月１５日松 午前１０時～正午・保谷
保健福祉総合センター
□必要なもの
①保護者の顔写真（縦３ ㎝×横２．５
㎝）１枚　②印鑑　③８０円切手１枚
（会員証郵送用）
　申 説明会の前日午後５時までにファ
ミリー・サポート・センター事務局
（札４３８－４１２１）へ電話で。
◆子ども家庭支援センター         
（札４２５－３３０３）

■ひとり親家庭等医療費助成
制度をご利用の方へ
　現況届（更新手続）の提出期限は
１１月１７日捷です。
　現在お持ちの「ひとり親家庭等医
療証」の有効期間は、１２月３１日まで
です。来年１月１日以降もこの制度
を利用する場合は、先に送付した
「現況届」に記入し、必ず届け出を
してください。届け出がない場合
は、引き続き助成資格がある場合
も、１月からの助成を受けることが
できませんのでご注意ください。
興現況届の提出
□必要書類
①現況届
②加入健康保険証の写し
③戸籍謄本（変更があった場合）
④養育費などに関する申告書
⑤平成２０年１月１日現在の住所が市
外の方は、前住地の市区町村長の発
行する「平成２０年度所得証明書」（扶
養人数・各種控除内容・課税状況の
記載があるもの。受給者本人と扶養
義務者の分が各１通必要）
⑥お子さんが市外にいる方は、その
居住地の世帯全員の住民票の写し
⑦身体障害者手帳または愛の手帳の
写し（お持ちの方のみ）
※③～⑦は児童扶養手当または児童
育成手当現況届で提出済みのものに
ついては省略可。
□医療証の交付
　審査の結果対象となる方には、１２
月末までに医療証を郵送します。
（対象外の場合も通知）

■印鑑登録の手続き
　市内に住民登録または外国人登録
をしている満１５歳以上の方が申請で
きます。
□必要なもの
①登録する印鑑
②窓口に来た方の本人確認ができる
もの
※代理人による申請の場合は、上記
のほかに代理人の認め印・代理人選
任届（委任状）（代理人の氏名、委任
事項、本人の署名、登録する印鑑の
押印などが必要）
興即日登録
　本人による申請で次の①～②のい
ずれかがある場合は、即日登録、証
明書の交付が受けられます。
①運転免許証、パスポートその他官
公署が発行した顔写真の貼付してあ
る免許証・許可証・資格証明書な

ど

②保証書（印鑑登録申請書に別記。
印鑑登録申請者が本人であることを
保証するもの）　当市で印鑑登録を
している方が保証書欄に署名、実印
の押印、印鑑登録番号の記入をすれ
ば保証人になれます。
※市民以外の方でも、都内在住であ
れば保証人になれます。その場合は
印鑑登録証明書の添付が必要です。
興照会登録
　本人による申請で上記①～②の本
人であることが確認できるものがな
い場合、代理人が申請する場合は、
即日登録にはなりません。登録申請
をすると本人あてに照会書を郵送し
ます。照会書が届いたら、次のもの
を窓口に持参してください。登録が
完了すると西東京市民カードをお渡
しします。
①照会書の別記回答書に本人が署
名、押印したもの
②登録する印鑑
③申請者の本人確認ができるもの
（健康保険証、年金手帳な

ど）
④代理人が回答書を持参する場合は
上記の他に照会書に別記の代理人選
任届（委任状）、代理人の認め印、代

 年　金 

■「社会保険料（国民年金保険料）
控除証明書」が発行されます
　国民年金保険料は、全額が確定申
告や年末調整の社会保険料控除の対
象です。
　確定申告などで社会保険料控除と
して申告をする場合には、納付した
国民年金保険料を証明する書類の添
付が必要です。
　なお、家族の国民年金保険料を納
付した場合は、納付した方が社会保
険料控除として申告することができ
ます。
　このため、９月３０日までに納付し
た国民年金保険料額を証明した控除
証明書「社会保険料（国民年金保険
料）控除証明書」が社会保険庁から
１１月上旬に送付されます。
　年末調整、確定申告の手続きの際
には、この証明書と１０月１日以降に
納付した領収証書が必要ですので大
切に保管してください。
　問 武蔵野社会保険事務所　
（札０４２２－５６－１４１１）
◆健康年金課 　田 （札４６０－９８２５）

　　　　各種申請 

■ご利用ください！　　　　
市民課土曜窓口
　市民課では、土曜日に住民票や印
鑑証明の交付のほか転出・転入手続
などもできるサタデーサービスを行
っています。ぜひご利用ください。
　なお、週により庁舎が替わります
のでご注意ください。
　内容によっては取り扱えないもの
もありますので、事前にお問い合わ
せください。
　時 ・　場 
建第１・３・５土曜日…保谷庁舎
建第２・４土曜日…田無庁舎
いずれも午前９時～午後０時３０分
◆市民課 　田 （札４６０－９８２０）
　　　　　保 （札４３８－４０２０）

■住民票等自動交付機休止
　市役所の電気設備点検・整備に伴い、下記日程で住民票等自動交付機
のサービスが停止します。
　時 １１月８日松
　保谷庁舎の住民票等自動交付機のみ利用できなくなります。
　時 １１月２３日抄
　田無庁舎・保谷庁舎・保谷公民館・ひばりが丘図書館・芝久保公民館・保谷
駅前公民館にあるすべての住民票等自動交付機が利用できなくなります。
◆市民課 　田 （札４６０－９８２０）・ 　保 （札４３８－４０２０）

■公共施設予約サービス一部停止
　ネットワーク機器のメンテナンスにともない、下記の日程で公共施設予約サー
ビスの一部が利用できなくなります。
　すべてのロビー端末、入金システム、メール配信サービスが終日利用できませ
ん。有料施設を利用される方は、１１月２２日松までに入金をお願いします。
　時 １１月２３日抄
◆情報推進課 　田 （札４６０－９８０６）

■ホ－ムペ－ジ機能の一部停止
　簡単！手続きナビ、アンケ－ト、パブリックコメント（市民意見提出
手続き）、電子会議室が利用できなくなります。
　時 １１月２３日抄
※携帯電話サイト・Ｌモ－ドは通常どおり利用できます。
◆秘書広報課 　田 （札４６０－９８０４）

　ご不便とご迷惑をおかけしますが、ご理解ご協力をお願いします。
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